
（平成２４年８月１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 12 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 6 件



大阪国民年金 事案 6395 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月 

平成３年４月頃、母親に国民年金の加入を勧められ、Ａ県Ｂ市役所で加

入手続を行った。加入後の国民年金保険料は、恐らく毎年４月頃に１年分を

一括して前納したはずである。納付のためのお金は、通常の仕送りとは別に

10万円前後の額を、母親に送ってもらっていた。 

申立期間当時に母親が使っていた家計簿に、送金の記録が残されている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

                 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人は、平成３年４月頃に国民年金の加入手続

を行って以降、７年４月３日付けで厚生年金保険被保険者となるまでの期間に

ついて、申立期間を除く国民年金保険料は、全て納付済みとなっており、納付

意識の高さがうかがえる。 

また、申立人から提出された平成３年から７年までの申立人の実家の家計簿

を見ると、当時、申立人に対して、毎月 10万円ないし 20万円程度が送金され

ていたことが確認でき、申立人が国民年金保険料を納付する資力は十分あった

ものと考えられる。 

さらに、申立期間は１か月間と短期間であり、申立人の納付意識の高さを踏

まえると、厚生年金保険に切り替わる直前の月の国民年金保険料のみ、納付し

ない理由は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪厚生年金 事案 13397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

平成８年７月は 47 万円、同年８月は 44 万円、同年９月は 38 万円、同年 10

月から９年１月までは 44 万円、同年２月は 41 万円、同年３月から同年 11 月

までは 44万円、同年 12月は 41万円、10年１月から同年５月までは 44万円、

同年６月は 41 万円、同年７月は 44 万円、同年８月及び同年９月は 41 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から 10年 12月８日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額について、実際の保険料控除額に基づ

く標準報酬月額より低額で記録されていることが分かった。給与明細書を提

出するので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人から

提出された給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額から、申立期間

のうち、平成８年７月は 47万円、同年８月は 44万円、同年９月は 38万円、

同年 10月から９年１月までは 44万円、同年２月は 41万円、同年３月から同



年 11 月までは 44 万円、同年 12 月は 41 万円、10 年１月から同年５月までは

44 万円、同年６月は 41 万円、同年７月は 44 万円、同年８月及び同年９月は

41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答は得られないものの、申立人が所持する給料明細書等により確認で

きる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と、オンライン

記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給

与明細書で確認できる厚生年金保険料に見合う報酬月額を社会保険事務所（当

時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 10年 10月及び同年 11月については、申立人

から提出された給与明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月額に基づく

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致するか又は同記録より

低額である。したがって、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あ

っせんは行わない。



大阪厚生年金 事案 13398 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる平成 19 年４月から同

年６月までは標準報酬月額 36万円、20年４月から同年６月までの期間及び 21

年４月から同年６月までの期間は、標準報酬月額 38 万円に相当する報酬月額

が事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立人のＡ社

における標準報酬月額に係る記録を 20年２月から同年８月までは 36万円、同

年９月から 21年 11月までは 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

 住    所 ：  

                      

   

   

   

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年２月１日から 21年 12月 20日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与額

より低額で記録されていることが分かった。 

全てではないが、給与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 20 年２月１日から 21 年 12 月 20 日までの期間に係る年金

記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、

特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、

申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律を、その他の

期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示

されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適

用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間については、本件の当初の申立日において、保険料徴収権が時効

により消滅していない期間であることから、厚生年金保険法を適用する。 

申立期間のうち、平成 20年２月１日から同年９月１日までの期間について、

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は 15万円と記録されている。 



しかし、申立人が所持している平成 19年３月及び同年７月の給与明細書並

びに同年４月から同年６月までの期間の給与振込額により、当該期間の標準

報酬月額の決定の基礎となる同年４月から同年６月までは標準報酬月額 36万

円に相当する報酬月額が、事業主により申立人へ支払われていたことが認め

られる。 

また、申立期間のうち、平成 20年９月から 21年 11月までの期間について、

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、20年９月から 21年８月

までは 15万円、同年９月から同年 11月までは 10万 4,000円と記録されてい

る。 

しかし、申立人から提出された給与明細書によると、標準報酬月額の決定

の基礎となる平成 20 年４月から同年６月までの期間及び 21 年４月から同年

６月までの期間は、標準報酬月額 38万円に相当する報酬月額が、事業主によ

り申立人へ支払われていたことが認められる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、平成 20年２月から同年

８月までは 36 万円、同年９月から 21 年 11 月までは 38 万円に訂正すること

が必要である。



大阪厚生年金 事案 13399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41年９月 14日から 42年２月１日までの

期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 41 年９月 14

日に、資格喪失日に係る記録を 42年２月１日に訂正し、当該期間に係る標準

報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

申立人は、申立期間のうち、昭和 42年２月１日から同年８月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＢ社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を同年

２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年９月 14日から 42年２月１日まで 

             ② 昭和 42年２月１日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の加入記録状況を年金事務所に照会したところ、申立期間

の記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間①は、Ｂ社Ｃ支店から在籍出向し、Ａ社所有のＤ船に乗り、同

船舶内Ｅ事業所においてＦ職として勤務した。 

また、申立期間②は、Ｄ船を下りた後、Ｂ社Ｃ支店に戻り、再び同社同

支店においてＦ職として勤務した。 

申立期間①を船員保険の被保険者期間、申立期間②を厚生年金保険の被

保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



１ 申立期間①については、申立人保管の船員手帳、Ｇ社グループの社会保

険関係等を受託しているＨ社から提出された人事台帳及び元同僚の陳述か

ら判断すると、申立人は当該期間にＡ社所有のＤ船に乗って勤務（昭和 41

年９月 14 日に、出向元のＢ社Ｃ支店からＡ社に出向、42 年１月 31 日に、

下船）していたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、申立人の前任としてＢ社から出向し、

当該期間以前にＤ船で勤務した元同僚の４人全員に、乗船して勤務した期

間について、Ａ社における船員保険の被保険者としての記録が存在する。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社Ｃ支店におけ

る昭和 41年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、当該事業所は

既に適用事業所ではなくなっている上、事業主は、保険料を納付したか否

かについては不明と回答しているものの、仮に、事業主から申立人に係る

被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格喪失届

も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険

事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保

険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る昭和 41 年９月から 42 年１月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録、前述の人事台帳及び元同僚

の陳述により、申立人は、申立期間も継続してＢ社Ｃ支店に勤務し、当該

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、昭和 42年８月の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の記録から、３万 3,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明と回答して

おり、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 13400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

取得日に係る記録を昭和 40 年４月１日、資格喪失日に係る記録を 42 年１月

21 日とし、申立期間の標準報酬月額を 40 年４月から 41 年７月までは１万

8,000 円、同年８月から同年 12 月までは２万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 42年１月 21日まで 

Ａ社に勤務した期間について、年金事務所に照会したところ、同社におけ

る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない旨の回答を受けた。同社に

は、大学卒業後の昭和 40年４月１日から 42年１月 20日まで勤務しており、

在籍証明書及び当時の日付入りの写真もあるので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社発行の在籍証明書及び雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間

においてＡ社に勤務していたことが認められる。 
りん

また、Ｂ社が保管する昭和 40 年４月 23 日付けの任免稟議書に氏名が記載

され、申立人が同期入社であるとしている元同僚について、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、資格取得日が、当初 44年４月１日

と記録されていたものが、45年３月２日付けで、40年４月１日に遡って訂正

されていることが確認できる上、その他の元同僚 18人についても同様の訂正

がなされていることが確認できる。 

さらに、Ｂ社総務部の担当者は、「申立人は、正社員と考えて間違いない。」

としているところ、申立期間に被保険者記録の有る元従業員は、「申立期間



当時の雇用形態は正社員のみであり、入社後すぐに厚生年金保険に加入して

いた。」と陳述している上、Ａ社に勤務した期間（昭和 41年７月１日から 42

年３月７日まで）が厚生年金保険の被保険者とされていなかった元同僚が所

持する昭和 41 年 10 月の給与明細書を見ると、給与から厚生年金保険料が控

除されていることが確認できる。 

これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、被保険者資格の取得手続が

遅れたために、昭和 45年に改めて資格取得日を遡って訂正したと推認される

ところ、申立人については、当該訂正が行われた時期には既に退職していた

ことから、訂正されなかったものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社の保管する任免稟議書及

び申立期間当時の通勤費から、昭和 40年４月から 41年７月までは１万 8,000

円、同年８月から同年 12月までは２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に、事業

主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被

保険者資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会にお

いても社会保険事務所（当時）が当該届を記録しないとは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 13401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 11 年 10 月から 13 年７月までは 50 万円、14 年２月から同年９月までは

47万円、16年１月は 44万円、同年２月は 47万円、同年３月は 38万円、同年

４月は 47 万円、同年５月及び同年６月は 44 万円、同年７月は 36 万円、同年

８月は 44 万円、同年９月から 17 年４月までは 34 万円、同年５月は 32 万円、

同年６月から 18 年１月までは 34 万円、同年２月は 30 万円、同年３月から同

年６月までは 34 万円、同年９月から 19 年６月までは 36 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ➀ 平成 11年 10月１日から 14年 10月１日まで 

② 平成 16年１月 11日から 19年７月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与額より

低く記録されていることが分かった。 

全てではないが、申立期間の給与支払明細書等を提出するので、申立期間

の標準報酬月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、申立期間のうち、平成 16年１月 11日から同年３月１日までの

期間、同年４月１日から同年７月１日までの期間、同年９月１日から 18 年７

月１日までの期間及び同年９月１日から 19 年７月１日までの期間に係る標準

報酬月額については、申立人から提出された給与支払明細書及びＡ社から提出

された賃金台帳の厚生年金保険料控除額から、平成 16年１月は 44万円、同年

２月及び同年４月は 47万円、同年５月及び同年６月は 44万円、同年９月から

17年４月までは 34万円、同年５月は 32万円、同年６月から 18年１月までは

34 万円、同年２月は 30 万円、同年３月から同年６月までは 34 万円、同年９

月から 19年６月までは 36万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 13 年１月１日から同年８月１日までの期間及

び14年２月１日から同年10月１日までの期間に係る申立人の標準報酬月額に

ついては、申立人から提出された 13年分及び 14年分の給与所得の源泉徴収票

から推認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、13 年１月から同年

７月までは 50 万円、14 年２月から同年９月までは 47 万円とすることが妥当

である。 

さらに、申立期間のうち、平成 16 年３月１日から同年４月１日までの期間

及び同年７月１日から同年９月１日までの期間に係る申立人の標準報酬月額

については、申立人から提出された給与振込口座の給与振込額の記録及び同年

分の源泉徴収票並びに複数の元同僚から提出された給与支払明細書から推認

できる申立人の報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、同年３月は 38万円、

同年７月は 36万円、同年８月は 44万円とすることが妥当である。   

申立期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 13 年１月１日までの期間に係る

申立人の標準報酬月額については、オンライン記録によると、11年 10月の定

時決定により 56 万円から 26 万円に減額され、13 年８月の随時改定により 26

万円から 47 万円に増額されているが、申立人から提出された同年分の源泉徴

収票から推認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額のそれぞれに基づく

標準報酬月額は、いずれもオンライン記録を上回っていることが確認できる。 

また、複数の元同僚についても、申立人と同様に平成 11年 10月の定時決定

により標準報酬月額が減額され、13 年８月の随時改定により標準報酬月額が

増額されていることが確認できるところ、当該元同僚から提出された給与支払

明細書を見ると、定時決定により減額される前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料が継続して控除され、報酬月額についても厚生年金保険料控除額に見

合う標準報酬月額以上の額が支給されていることが確認できる。 

これらのことから、当該期間の申立人の標準報酬月額について、当該期間に

係る厚生年金保険料控除額等を直接確認できる資料は無いものの、前述の元同

僚に係る厚生年金保険料控除の状況から、少なくとも平成 13 年１月と同程度

の報酬月額及び厚生年金保険料控除額であったと考えられることから、11 年

10月から 12年 12月までは 50万円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としているものの、平成 11年 10月１日から 13年８月１

日までの期間、14年２月１日から同年 10 月１日までの期間、16年１月 11日

から18年７月１日までの期間及び同年９月１日から19年７月１日までの期間

について、オンライン記録における標準報酬月額が、上記により認められる標

準報酬月額と長期にわたり一致していないことから、当該期間について、事業

主は、オンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け、

その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

一方、申立期間のうち、平成 18 年７月１日から同年９月１日までの期間に

ついては、Ａ社から提出された賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除額に

基づく標準報酬月額は、オンライン記録と一致する。したがって、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、平成 13年８月１日から 14年２月１日までの期間に

ついては、申立人から提出された 13年分及び 14年分の源泉徴収票から推認で

きる報酬月額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録を上回るものの、厚生

年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録と一致する。した

がって、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。



大阪厚生年金 事案 13402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、20 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月１日から 14年 11月 30日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額について、実際に支給されていた給

与額より低く記録されているので、実際の給与支給額に見合った額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

オンライン記録によると、Ａ社の全ての被保険者（申立人を含む。）につい

て、平成 13年５月 16日付けで、標準報酬月額を同年４月から９万 8,000円に

減額改定され、その後、資格喪失まで同額で継続していることが確認できる。 

しかし、上記被保険者のうち、申立人と同職種の元同僚二人から提出された

給与明細書によると、申立期間のうち、平成 13 年４月及び同年５月について

は、それぞれの 12年 10月の定時決定における標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料が控除されており、同年６月から 14年 10月までについては、それぞ

れ標準報酬月額 20万円に相当する厚生年金保険料が控除されている。 



また、上記元同僚二人の申立期間に係る上記の給与明細書を見ると、給与支

給額はほぼ一定しており、各月の給与支給額に見合う標準報酬月額は、それぞ

れの月のオンライン記録の標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う

標準報酬月額を上回る額となっていることが確認できる。 

これらのことから、申立人についても、上記二人の元同僚と同様に、平成

12年 10月の定時決定における標準報酬月額（20万円）に相当する厚生年金保

険料が、事業主により給与から控除されており、かつ、給与支給額はオンライ

ン記録の標準報酬月額（９万 8,000円）及び厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額を上回る額であったものと推認される。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記のとおり推認できる

厚生年金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主から回答が得られないものの、上記の元同僚の給与明細

書等において確認できる厚生年金保険料控除額に基づき認められる申立人の

標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額と長期間にわたり一致してい

ないことから、事業主が社会保険事務所（当時）の記録どおりの報酬月額を届

け出ており、その結果、社会保険事務所は、上述のとおり認められる標準報酬

月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 13403 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 34 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１

万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和５年生 

   住    所 ：  

 

 

 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月１日から 34年９月１日まで 

夫の厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、夫がＡ社Ｃ

支店に勤務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答を受け

た。夫は、申立期間も退職することなく、継続して同社Ｃ支店に勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。  

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

 行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、複数の同僚の陳述、同僚から提出された給料明細書及び市民税

県民税特別徴収税額の納税者への通知書（昭和 34 年度分）から判断すると、

申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の異動日については、これを確認できる資料等は無いものの、

Ｂ社が、「申立期間当時、従業員の社会保険は、Ａ社Ｄ本社で一括して加入さ

せていたが、同社Ｃ支店が新規適用事業所となったことに伴い、同支店の在籍

者については、同社Ｄ本社での資格を喪失させた。」と回答しているところ、

オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となった日

が、昭和 34 年９月１日であることから、同社における資格喪失日に係る記録



を同日に訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 33

年７月の社会保険事務所(当時)の記録から、１万 6,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、事務過誤により申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、事業主が昭和 33 年８月１日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月から

34 年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 13404 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 34 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月１日から 34年９月１日まで 

夫の厚生年金保険の記録を年金事務所に照会したところ、夫がＡ社Ｃ支店

に勤務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答を受けた。

夫は、申立期間も退職することなく、継続して同社Ｃ支店に勤務していたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。  

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

 行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、複数の同僚の陳述、同僚から提出された給料明細書及び市民税

県民税特別徴収税額の納税者への通知書（昭和 34 年度分）から判断すると、

申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の異動日については、これを確認できる資料等は無いものの、

Ｂ社が、「申立期間当時、従業員の社会保険は、Ａ社Ｄ本社で一括して加入さ

せていたが、同社Ｃ支店が新規適用事業所となったことに伴い、同支店の在籍

者については、同社Ｄ本社での資格を喪失させた。」と回答しているところ、

オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となった日

が、昭和 34 年９月１日であることから、同社における資格喪失日に係る記録



を同日に訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 33

年７月の社会保険事務所(当時)の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、事務過誤により申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、事業主が昭和 33 年８月１日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月から

34 年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 13405 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 34 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１

万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月１日から 34年９月１日まで 

夫の厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、夫がＡ社Ｃ

支店に勤務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答を受け

た。夫は、申立期間も退職することなく、継続して同社Ｃ支店に勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。  

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて 

 行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、複数の同僚の陳述、同僚から提出された給料明細書及び市民税

県民税特別徴収税額の納税者への通知書（昭和 34 年度分）から判断すると、

申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の異動日については、これを確認できる資料等は無いものの、

Ｂ社が、「申立期間当時、従業員の社会保険は、Ａ社Ｄ本社で一括して加入さ

せていたが、同社Ｃ支店が新規適用事業所となったことに伴い、同支店の在籍

者については、同社Ｄ本社での資格を喪失させた。」と回答しているところ、

オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となった日

が、昭和 34 年９月１日であることから、同社における資格喪失日に係る記録



を同日に訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 33

年７月の社会保険事務所(当時)の記録から、１万 2,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、事務過誤により申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、事業主が昭和 33 年８月１日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月から

34 年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 13406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 34 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月１日から 34年９月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｃ支店に勤

務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答を受けた。私は

申立期間も退職することなく、継続して同社Ｃ支店に勤務していたので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、複数の同僚の陳述、同僚から提出された給料明細書及び市民税

県民税特別徴収税額の納税者への通知書（昭和 34 年度分）から判断すると、

申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の異動日については、これを確認できる資料等は無いものの、

Ｂ社が、「申立期間当時、従業員の社会保険は、Ａ社Ｄ本社で一括して加入さ

せていたが、同社Ｃ支店が新規適用事業所となったことに伴い、同支店の在籍

者については、同社Ｄ本社での資格を喪失させた。」と回答しているところ、

オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所となった日

が、昭和 34 年９月１日であることから、同社における資格喪失日に係る記録

を同日に訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 33



年７月の社会保険事務所(当時)の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、事務過誤により申立てどおりの届出を行っておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、事業主が昭和 33 年８月１日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月から

34 年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 13407 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は平成４年１月１日であると認められる

ことから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成３年８月及び同年９月は

36万円、同年 10月から同年 12月までは 34万円とすることが妥当である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成３年８月 31日から４年１月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の記録が

無いことが分かった。私は、同社に入社してから、社名がＢ社に変わって、

平成４年８月に倒産するまで継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び元同僚の陳述により、申立人は、申立期間において

Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人については、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所ではなくなった日（平成４年１月１日）より後の平成４年３月３日

付けで、３年８月 31 日に遡って同社における被保険者資格を喪失した旨の処

理が行われ、当該処理と同時に、同年 10 月１日の定時決定の記録も取り消さ

れていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社における多数の同僚（31 人）につい

ても、申立人と同様に平成４年３月３日付けで、遡って同社における被保険者

資格を喪失した旨の処理が行われていることが確認できる。 

これらの事実を総合的に判断すると、申立人について、平成３年８月 31 日

に被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該喪

失処理の記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における

資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった４年１月１日

であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の平成３年７月のオンラ

イン記録及び取消前の同年 10 月の定時決定の記録から、同年８月及び同年９

月は36万円、同年10月から同年12月までは34万円とすることが妥当である。 



大阪国民年金 事案 6396 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年９月から 57 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年９月から 57年６月まで 

国民年金の加入手続及び加入当初の国民年金保険料の納付について、私

は、それまで勤務していた会社を退職する前後の期間は入院中であったため、

亡くなった母に任せていた。 

しかし、母から、私が会社を退職した直後の昭和 53年９月ないし同年 10

月頃に、「自分たち夫婦の国民年金保険料の集金に来ていた町内の国民年金

担当者の妻に頼んで、国民年金の加入手続を行い、緑系の草色の年金手帳を

受け取った。」と聞いている。また、国民年金保険料の納付についても、母

から「毎月 25 日前後に集金に来ていた国民年金担当者の妻に、自分たち夫

婦と私の３人分の保険料を納付していた。」とも聞いている。 

母が昭和 56 年 10 月に入院してからは、私自身が、両親と私の３人分の

国民年金保険料を、国民年金担当者の妻に納付していた。 

申立期間について、両親の国民年金保険料は納付済みになっているのに、

私の分が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した直後の昭和 53年９月ないし同年 10月頃に、申立

人の母親が、国民年金の加入手続を行ったとしている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、Ａ県Ｂ市において、昭和 57 年６月に払い出されており、また、同市

保存の国民年金被保険者名簿を見ても、同年同月 21 日付けの受付印が確認で

き、申立ての加入時期と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭和

53年９月から 55年３月までの国民年金保険料は、時効により納付することは



できず、また、同年４月から 57 年３月までの保険料は、過年度保険料となる

ため、集金人に納付することはできず、別途、社会保険事務所（当時）発行の

納付書を用いて金融機関等で納付することが必要であるが、申立人は、集金人

に納付した以外の記憶はないと陳述している。 

さらに、Ｂ市保存の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録を見ると、申

立人の国民年金被保険者資格の取得日について、国民年金手帳記号番号が払い

出された昭和 57 年６月当時は、46 年２月 23 日とされていたが、基礎年金番

号導入後の平成９年６月 12 日になって、厚生年金保険被保険者資格の喪失日

である昭和 53年９月 26日に訂正処理されていることが確認できるところ、仮

に、申立人の主張どおり、会社を退職直後に申立人の母親が国民年金の加入手

続を行っていたならば、申立人の国民年金被保険者資格の取得日は、当初から、

それ以前の厚生年金保険被保険者資格の喪失を踏まえた日とされていたと考

えられる。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立人が記憶している国民年金担当者は、Ｂ市保存の資料による

と、申立期間当時、申立人の住所地を管轄する国民年金保険料特別納付組合の

役員及び国民年金地区委員であったことは確認できたものの、国民年金保険料

の収納を担当していたことは確認できず、また、申立人は、当該担当者への事

情の聴取は控えてほしいとしていることから、申立期間の保険料の納付をめぐ

る事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかっ

た。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 6397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年４月から６年８月までの期間並びに７年１月及び同年２

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年４月から６年８月まで 

           ② 平成７年１月及び同年２月 

ねんきん定期便により、私の国民年金保険料に未納があることが分かっ

た。 

私は、厚生年金保険適用事業所に就職する平成７年３月までの国民年金

保険料については、母親に任せていたので、申立期間当時のことは分から

ない。 

しかし、母親は、ⅰ）平成５年４月に、Ａ県Ｂ市役所から国民年金保険

料の納付書が届いたこと、ⅱ）当時、学生だった私の国民年金について、

同市役所で相談したこと、ⅲ）私から受け取った生活費の中から１万円程

度を保険料として、また、不足分は家計から足して、定期的に市役所で納

付したことを覚えていると言っている。  

また、私の厚生年金保険の加入期間中に国民年金保険料が納付されたた

め、保険料が還付されていると聞いたが、そのような記憶はないので、調

査の上、申立期間を納付済みに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記号番号に係る被保険者の

記録から、Ｂ市において、平成６年８月頃に払い出されていることが確認で

き、申立人の母親の陳述する加入時期（平成５年４月）とは符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間①の

うち、平成６年３月以前の国民年金保険料は過年度保険料となるため、社会

保険事務所（当時）が発行する納付書を用いて金融機関で納付する必要があ

り、定期的にＢ市役所で納付したとする申立人の母親の陳述とは符合しない。 



                      

  

さらに、申立期間②について、基礎年金番号導入（平成９年１月）以前の

国民年金手帳記号番号によるオンライン記録を見ると、申立人は、平成６年

９月 26日に国民年金被保険者資格を喪失して以降、資格の再取得を行ってい

ないことが確認でき、当時は未加入期間であったことが考えられる上、申立

人の母親は、申立人の被保険者資格の再取得についての記憶は曖昧である。 

加えて、オンライン記録及び日本年金機構保存の還付整理簿を見ると、平

成６年９月及び同年 10月の国民年金保険料については、一旦、納付されてい

ることが確認できるが、申立人の同年９月 26日付け厚生年金保険の加入を理

由に、当該２か月の保険料（２万 2,200円）が、７年１月 26日に申立人の父

親の預金口座に還付されていることが確認でき、還付理由及び還付金額に不

自然さはない。  

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年

金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を

行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 6398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 51年３月まで 

私は、昭和 48 年４月に会社を退職する際、同僚から国民年金に加入する

ように言われ、また、結婚も決まっていたこともあり、将来のために国民

年金に加入することとした。そこで、同年６月に結婚した後、翌年頃まで

に自身でＡ県Ｂ市役所に出向き、国民年金の加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料は、半年又は３か月ごとに自宅に来ていた集金

人に、夫婦二人分の保険料を納付し、国民年金手帳に検認印を押してもら

っていた。 

申立期間について、夫の国民年金保険料は納付済みになっているのに、私

の分が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48年６月に結婚後、49年頃までに国民年金の加入手続を行

ったとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金

手帳記号番号は、Ｂ市において 51 年９月に払い出されており、申立ての加入

時期と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭和

48年４月から同年 12月までの国民年金保険料は、時効により納付することは

できず、また、49年１月から 51年３月までの保険料は、過年度保険料となる

ため、集金人に納付することはできず、別途、社会保険事務所（当時）発行の

納付書を用いて、金融機関等で納付することが必要であるが、申立人の陳述か

ら過年度納付をうかがわせる状況を確認することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間について、自身が夫婦二人分の国民年金保険料

を一緒に納付していたと申し立てているが、夫婦の国民年金手帳を見ると、申



                      

  

立人の手帳は、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 51 年９月

直後の同年 10月５日に発行されている上、昭和 51年度の夫婦の印紙検認記録

では、昭和51年４月から同年12月までの夫婦の保険料の納付日は一致しない。 

加えて、昭和 52 年１月以降では、夫婦の国民年金保険料の納付日が確認で

きる月は、昭和 62 年度を除き、全て一致していることから、申立人は、現在

所持する国民年金手帳を受け取った後から保険料の納付を開始し、その後、昭

和 52年１月から夫婦一緒に保険料を納付したと考えるのが自然である。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行っ

たが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらず、申立期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新た

な周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 6399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年３月まで 

昭和 53 年３月頃、義父がＡ県Ｂ市役所に出向き、私の国民年金の加入手

続を行ってくれた。 

その翌月の昭和 53年４月 13日に、52年４月から 53年３月までの国民年

金保険料を義父が一括して納付してくれ、その後の保険料については、金融

機関の夫名義の口座で引き落としをする手続を行い、同年６月 21 日から口

座振替により保険料の納付を開始した。 

昭和 61 年４月に第３号被保険者となるまでは、口座振替により国民年金

保険料を全て納付していたはずである。 

私は、昭和 61 年４月１日から第３号被保険者に種別変更するまで、喪失

手続を行った記憶はなく、申立期間の国民年金保険料も口座振替により納付

していたはずである。 

申立期間が未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人は、昭和 61年１月 23日に国民年金の任意

加入被保険者資格を喪失していることが確認でき、また、申立人が所持する年

金手帳を見ても、同様の記載が確認できることから、申立期間は、国民年金の

任意未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人の国民年金の加入手続以降の国民年金保険料は、口座振替によ

り納付されているところ、申立期間当時は、３か月ごとに保険料の口座振替が

行われており、申立期間の保険料振替日は３月 21 日であったことから、国民

年金の任意加入被保険者資格の喪失に伴い、申立期間の保険料は口座振替され

なかったと考えられ、記録に不自然な点は無い。 



                      

  

さらに、オンライン記録を見ると、申立人に係る第３号被保険者への変更処

理日は、昭和 61年６月５日とされている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の記録を見ると、

国民年金の任意加入被保険者から引き続き第３号被保険者へ種別変更された

被保険者の変更処理は、おおむね昭和 61年４月中に行われている一方、一旦、

任意加入被保険者資格を喪失している被保険者の場合、改めて第３号被保険者

としての加入手続が必要なことから、オンライン記録上の変更処理日は、申立

人と同様に同年６月以降に遅れる場合が多いことが確認でき、申立人の変更処

理時期と一致している。 

加えて、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 6400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

国民年金制度が始まった昭和 36 年頃に、Ａ県Ｂ市役所で国民年金の加入

手続を行った。加入後の国民年金保険料については、住み込みで勤務してい

た職場に毎月来ていた集金人に納付した。 

集金人に納付すると、年金手帳に印紙のようなものを貼付され、押印して

くれたことを覚えている。 

昭和 37 年８月にＡ県Ｃ市（現在は、Ｄ市）に転居したが、転居後も毎月

集金人が自宅に来たので同様に納付した。 

当時の黄土色と国防色の年金手帳を２冊持っていたが、平成 12年 11月に

年金証書をもらった際に捨ててしまった。手帳を残しておけば国民年金保険

料を納付していた証拠となり、問題はなかったと思う。 

申立期間の国民年金保険料を納付したことは間違いなく、未納となってい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 36年４月から 37年７

月まではＢ市において、また、同年８月から 40 年３月まではＣ市において、

毎月、集金人に納付したと申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、Ｂ市において、昭和 36年５月 20日に払い出されており、この手帳記

号番号の払出時期からみて、申立期間の国民年金保険料を納付することは可能

である。 

しかし、当時のＢ市及びＣ市における国民年金保険料の収納は３か月ごとに

行われており、申立人の陳述と符合しない上、申立人は、「Ｂ市からＣ市に転



                      

  

居した後も、集金人が自宅に集金に来た。」とする一方、「当時は夫婦共に働

いており、昼間は留守であった。」とするなど、その陳述は曖昧である。 

また、Ｂ市及びＤ市保存の国民年金被保険者名簿を見ても、いずれも申立期

間の国民年金保険料は未納とされており、オンライン記録と一致している。 

さらに、申立人は、「申立期間直後の昭和 40 年４月頃に転職し、収入が増

えた。また、妻も育児のために会社勤めを辞めて自宅に居るようになった。」

ともしており、生活環境に変化があったことがうかがわれ、この頃から、国民

年金保険料の納付が可能な状況となったと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間は４年と長期間であり、また、二つの異なる行政機関にお

いて、申立人の国民年金保険料の収納及び記録管理に係る事務過誤が繰り返さ

れたとも考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行っ

たが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらず、申立期間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新た

な周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 6401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年２月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年２月から同年５月まで 

昭和 61年１月 31日にＡ社を退職後、自身でＢ県Ｃ市役所に出向き、国民

健康保険と共に国民年金の加入手続を行った。 

国民年金保険料の具体的な納付方法については、よく覚えていないが、Ｃ

市役所の窓口又は同市役所内の金融機関で納付し、領収証書をもらったと思

う。 

大学を卒業後、会社を退職するまでの間、申立期間を除いて、国民年金被

保険者期間については、国民年金保険料を全て納付しており、申立期間の４

か月間の保険料のみ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61年１月 31日にＡ社を退職後、Ｃ市役所で国民年金の加入

手続を行ったとしている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記号番号に係る被保

険者の記録から、Ｃ市において、平成４年８月頃に払い出されたものと推認で

き、申立人が陳述する加入時期と符合しない。 

また、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者資格の取得日に

ついて、国民年金手帳記号番号の払出後の平成４年９月 21 日になって、申立

期間直後に勤務していたＤ社に係る厚生年金保険被保険者資格の取得と同日

の昭和 61年６月 23日付けで、追加処理されていることから、当該処理時点で

初めて、前後の厚生年金保険の加入期間を踏まえ、申立期間が国民年金の加入

期間とされたと考えられ、申立期間当時においては、申立期間は国民年金の未

加入期間であったと考えられる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手



                      

  

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付方法、納付場所、納付

回数及び納付金額などについては、具体的に覚えていないとしており、申立期

間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見

いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 13408 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 11月５日から 54年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｂ支社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社

には昭和 54 年３月末まで勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54年３月 31日までＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 54年２月 24日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、元事業主からは申立人の勤務状況等についての回答が得られな

いため、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認する

ことができない。 
また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者記

録の有る元従業員 33人に照会し、17人から回答を得たところ、そのうちの１

人は、「申立人がＡ社Ｂ支社に勤務していたことは覚えているが、申立人の退

職時期は分からない。」と陳述している上、そのほかの 16人は、申立人が申立

期間において勤務していたかどうか覚えていないとしている。 

さらに、申立人と同日の昭和 53年 11月５日付けで厚生年金保険の被保険者

資格を喪失している元同僚は、「私はＡ社Ｂ支社が、昭和 53 年 11 月頃に閉鎖

したので退職した。閉鎖の日には同社本社から部長が来社し、事務所を片付け

たことを覚えている。」と陳述している上、当該元同僚及び申立人が氏名を挙

げた元上司のそれぞれが記憶しているＡ社Ｂ支社における元従業員について

も、申立期間に係る同社での被保険者記録は見当たらない。 



このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる資料は無く、

保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月 26日から 42年 10月１日まで 

年金事務所へ厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ社で勤

務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無いとの回答を受けた。同

社を途中で退職したことはなく、継続して勤務していたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

戸籍の附票及び複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間にお

いて、Ａ社で勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社における当時の事業主は、「当時の資料は全て処分して

おり、申立人の保険料控除を確認できる資料は無いが、厚生年金保険に加入し

ていない者から厚生年金保険料は控除しないはずである。」旨陳述している。 

また、オンライン記録において、申立期間に被保険者記録の有る 41 人のう

ち、所在の判明した 22人に照会し、10人から回答を得たものの、申立人が申

立期間において給与から保険料を控除されていたことをうかがわせる具体的

な陳述は得られず、このうちの１人は、「Ａ社に入社後、すぐに厚生年金保険

に加入したが、同社からの申出により、途中から厚生年金保険に加入しなくな

った記憶がある。」旨陳述している。 

さらに、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の備考欄には、昭和

41年 11月 26日の被保険者資格の喪失に伴い、42年１月 17日に健康保険被保

険者証を返納したことを示す「證返納済」の押印が確認できるほか、同原票の

記載内容に不自然な点もうかがえない。 

加えて、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除について、具体

的な記憶がなく、このほかに、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 13410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 43年６月１日から 44年５月 15日まで 

             ② 昭和 60年２月１日から平成９年２月５日まで 

年金事務所で加入記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）では、昭

和 44年５月の給与締日まで勤務していたのに、43年６月１日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失した記録とされていることが分かった。当時は、Ｃ市

内にあった同社の社員寮に住んでおり、同市で同僚と祭りを見物した記憶も

あるので、申立期間①には間違いなく同社に勤務していたはずである。 

また、申立期間②は、Ｄ社（現在は、Ｅ社）に昭和 60 年２月に入社して

以降、同社が厚生年金保険適用事業所でなくなった平成９年２月５日まで継

続して働いていた期間に当たるが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間①及び②には、いずれも給与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、複数の元同僚の陳述から判断して、期間は特定で

きないものの、申立人が、申立期間にＡ社に継続して勤務していたことが推

認できる。 

しかし、申立期間当時の事業主は、「当時の資料は保管しておらず、自身

も申立人を記憶していないため、申立人の勤務実態及び保険料控除の状況は

分からないが、経理担当者は適切に社会保険関係の事務を行っていた。」旨

回答しているところ、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から

は、昭和 43 年６月１日に被保険者資格を喪失したことに伴って、備考欄に

「43.６.10 証返納済」の記載が確認でき、申立人の健康保険被保険者証に

ついては、被保険者資格を喪失した後に、社会保険事務所（当時）に対して、



遅滞なく返納されていることがうかがえる。 

また、申立期間にＡ社において被保険者記録が確認できる者のうち、連絡

先が判明した者に照会を行ったところ、回答の有った元同僚 13 人のうち、

11 人が、「自身の在職期間と被保険者期間は一致している。」と陳述してい

る。 

さらに、申立人は、給料明細書等を所持しておらず、このほかに、申立人

が、申立期間に事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和 60年２月１日にＤ社に入社し、同

社が厚生年金保険適用事業所でなくなった平成９年２月５日まで継続して

勤務していたと主張している。 

しかし、申立期間当時の経理及び社会保険事務担当者は、「申立人は、昭

和 63 年頃から平成４年頃までの期間、下請としてＤ社の業務に従事し、同

社はＦ手当を支払っていた。申立人は同社の社員ではなかったので、厚生年

金保険には加入させず、保険料控除も行わなかった。」と陳述している上、

他の複数の元従業員も、「申立人は、Ｄ社の従業員ではなく、下請であった。」

旨陳述している。 

また、Ｇ厚生年金基金及びＨ健康保険組合は、「申立人に係る記録は確認

できない。」と回答しており、申立期間におけるＤ社の健康保険被保険者整

理番号に欠番は無く、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも不

自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 11月１日から 59年６月５日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社で勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが分かった。 

私は、昭和 58 年 11 月１日にＡ社に１期生として入社し、申立期間は、

Ｂ県Ｃ市にあった親会社のＤ社で研修を受けた後、Ｅ県Ｆ市に転居し、Ａ社

から派遣された先でＧ業務を行っていた。 

Ａ社の１期生は、ほとんどがＨ県から単身でＢ県に来て寮生活をしてお

り、健康保険被保険者証は持っていたと思う。同社が設立当初に社会保険に

加入していなかったとは考え難いので、申立期間について、厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述により、申立人が申立期間において、Ａ社で勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 59年６月５日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所となっていないことが

確認できる。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得

している同僚のうち、複数の同僚が、昭和 59 年６月５日まで同社は厚生年金

保険の適用事業所ではなく、給与から厚生年金保険料は控除されていなかった

と陳述している。 

さらに、同僚の一人が、申立期間のうち、昭和 58年 11月分から 59年２月

分までの給与明細表を所持しており、これを見ると、厚生年金保険の適用事業

所となる前である当該期間は、給与から厚生年金保険料が控除されていなかっ



たことが確認できる。 

加えて、別の同僚が、昭和 59 年分の給与所得の源泉徴収票（昭和 59 年４

月１日就職）を所持しており、これを検証すると、６か月分の厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。これは、Ａ社が厚生年金保険の適用事業

所となった同年６月から同年 11 月までの保険料が翌月に控除されたものと考

えられ、適用事業所となる前の同年４月及び同年５月の厚生年金保険料は、控

除されていなかったと推認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住        所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年４月から 34年５月まで 

② 昭和 34年６月１日から 35年６月まで 

ねんきん特別便により、Ａ社で勤務した申立期間①と、Ｂ社で勤務した申

立期間②の加入記録が無いことが分かった。 

私は、昭和 31 年春頃にＡ社に入社し、Ｃ職として勤務した。また、同社

の同僚二人と一緒に、間を空けずにＢ社に転職した。20 歳頃に健康保険被

保険者証を使った記憶があり、厚生年金保険にも加入していたはずであるの

で、申立期間①及び②を被保険者期間として認めてほしい。 

なお、Ａ社の事業所名は、Ｄ社又はＥ社であったかもしれない。また、同

社への入社時期も曖昧なので、間違いなく勤務していた記憶のある昭和 32

年４月としたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ｆ市に所在したＧ業務のＡ社で勤務し、

厚生年金保険に加入していたと主張しており、同社勤務時の自身及び記憶す

る同僚が写っているとして写真を提出している。 

また、申立人は、Ａ社の事業主の妻の名前を挙げているところ、同人は、

「申立期間当時、私たち夫婦は、Ｆ市でＧ業務を営んでおり、申立人が勤務

していたことを記憶している。事業所名は『Ａ社』等ではなく『Ｈ社』であ

ったが、申立人が所持している写真は、昭和 34 年４月の社内旅行のものに

間違いない。」と陳述していることから、期間までは特定できないものの、

申立人が申立期間のうちの一部の期間において、同社で勤務していたことは

推認できる。 

しかし、Ｈ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間の約３



年後の昭和 37 年７月１日であり、事業主夫婦も、申立期間において、厚生

年金保険の加入記録は見当たらず、前述の事業主の妻は、「適用事業所とな

る前に、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していたとは考え難い。」

旨陳述している。 

また、Ａ社、Ｄ社及びＥ社は、オンライン記録において、厚生年金保険の

適用事業所としての記録は無い。 

さらに、オンライン記録により、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立期間に申立人に該当する厚生年金保険被保険者記録は見

当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｇ業務のＢ社で勤務し、厚生年金保険に

加入していたと主張しており、同社勤務時の自身及び記憶する同僚が写って

いるとして写真を提出している。 

そこで、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期

間に被保険者記録があり、所在の判明した７人に照会したところ、回答のあ

った３人は、「申立人を記憶している。写真は昭和 35年春頃の社内旅行の時

のもので、私自身も写っている。」と回答していることから、期間までは特

定できないものの、申立人が申立期間のうちの一部の期間において、同社で

勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が、「前職場を一緒に退職し、一緒にＢ社に入社した。」と

する者二人については、いずれも申立期間において、被保険者記録が確認で

きるものの、当該写真に写っている人物のうち、申立人が記憶する同僚一人

及び他の同僚が記憶する同僚二人については、前述の被保険者名簿に同姓の

記録は見当たらないことから、Ｂ社では、必ずしも従業員全てを厚生年金保

険に加入させる取扱いをしていたわけではなかったことがうかがえる。 

また、Ｂ社は、昭和 36年６月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、事業主は所在不明のため、申立人の申立期間における厚生年金

保険料控除について確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連

資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 13413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  平成 17年２月 24日から同年３月４日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立期間

の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社でＢ職として勤務

していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された採用（内定）通知書並びに平成 17 年３月及び同年４

月の給与明細書から、詳細な期間までは特定できないものの、申立人が申立

期間にＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は平成 18年６月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、当時の事業主は所在不明、前述の採用（内定）通知書に氏名が記

載されている代表取締役、採用担当者及び申立人が氏名を挙げている人事部

係長は無回答であり、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除につい

て確認できない。 

また、前述の給与明細書には、「基本給」、「営業手当」欄等は金額が印字さ

れている一方、「厚生年金保険料」、「健康保険料」及び「雇用保険料」欄の金

額は手書きされていることについて、申立人は、「当初は空欄であったが、退

職時に経理担当者から『保険料は支払っておきます。』と言われ、その金額を

聞き出して自身で手書きした。」と陳述していることから、当該経理担当者に

事情照会を行ったものの回答が得られず、申立人の陳述を確認することはで

きない。 

さらに、申立人は、「申立期間は訓練期間であった。」旨陳述しているとこ

ろ、申立期間に加入記録がある複数の元従業員から「訓練期間中は厚生年金

保険に加入していなかった。」との回答が得られ、申立人が当時、同期入社で



あったとする元従業員６人の加入記録を、オンライン記録において調査した

が、４人に加入記録は無く、２人は申立期間後の平成 17 年３月 15 日に厚生

年金保険の被保険者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 




